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「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち 
「デジタルコードレス電話の無線局の高度化に係る技術的条件」のうち 

「時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話の高度化等」の検討開始について 
 
１ 検討の背景 

「デジタルコードレス電話の無線局」については、1.9GHz帯を使用する免許を要しな
い無線局として平成５年（1993年）に PHS（Personal Handy-phone System）方式を、
平成 22年（2010年）には新たに広帯域システムである DECT（Digital Enhanced Cordless 
Telecommunication）方式を、さらに平成 29年（2017年）には近年の IoT社会における
多様な利用ニーズに対応するため TD-LTE方式を導入し、令和２年（2020年）には TD-
LTE方式の周波数の増波が行なわれたところである。 

DECT 方式は、コードレス電話のほかワイヤレスマイク会議システムやテレビドアホ
ン、ベビーモニタ等で広く利用されており、需要拡大が続いている状況である。また、令
和４年（2022年）には ITU-Rの IMT-2020勧告に 5Gの一方式として高度化 DECT 方式
（DECT-2020NR）が追加され、多数接続、高信頼性及び低遅延といった特徴を生かした
将来の利用が期待されている。 

TD-LTE方式は、LTE方式を利用した無線システムであるため、既存の携帯電話端末を
活用できるなどの利点があり、利用ニーズが高まっている一方で、さらなる大容量通信に
対応できるよう広帯域化が求められている状況である。 
なお、同周波数帯においては公衆 PHS の無線局が 2023 年３月末にすべてのサービス

を終了する予定であり、これらの状況を踏まえ、1.9GHz帯の周波数の更なる有効利用を
図るためデジタルコードレス電話の各方式間の周波数共用や既存の無線局との周波数共
用等に必要な技術的条件について検討を行う。 

 
２ 検討事項 

平成 14 年９月 30 日付け諮問第 2009 号「小電力の無線システムの高度化に必要な技
術的条件」のうち「デジタルコードレス電話の無線局の高度化に係る技術的条件」 

 
３ 検討体制 

陸上無線通信に必要な技術的条件等を担当する既設の「陸上無線通信委員会」（主査：
安藤 真 東京工業大学 名誉教授）において検討を行う。 

 
４ 答申を予定する時期 

令和４年 11頃 
 

 






